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日米企業における DX 動向を解説した「DX白書 2021」を発刊 

～日米比較調査により、DX 推進のための戦略、人材、技術の現状が明らかに～ 
 

IPA（独立行政法人情報処理推進機構、理事長：富田達夫）は、日米企業における DX動向を比較調査
し、戦略、人材、技術の面から DX推進の現状や課題などを包括的に解説する「DX 白書 2021」を発
刊しました。 
URL:  https://www.ipa.go.jp/ikc/publish/dx_hakusho.html  

 
IPA は 2009 年から「IT 人材白書」、2017 年から「AI 白書」を発行し、IT 人材や新技術の動向について

情報を発信してきました。昨今、デジタルトランスフォーメーションの進展に伴い、IT とビジネスの関係
がさらに密接となってきたことを背景に、IPA は人材、技術、そして戦略の要素を統合し、新たに「DX 白
書」を発刊しました。本白書は日米企業における DX の現状、推進への課題と対策などを包括的に解説す
ることで、日本企業の DX 推進を支援することを目的としています。 

 
「DX白書 2021」の最大の特徴は、日米企業の DX 動向について比較調査を行ったことです。DX に関

する戦略・人材・技術について、アンケート調査を行い、日本企業の現状や課題を考察しています。調査
で明らかになった主なポイントは以下のとおりです。 

 
戦略面では、DX への取組状況を尋ねた結果、日本企業は「全社戦略に基づき、全社的に DX に取組ん

でいる」「全社戦略に基づき、一部の部門において DX に取組んでいる」の割合が合わせて 45.3%である
のに対し、米国企業は 71.6%でした（図 1）。また、経営者・IT 部門・業務部門が協調できているか尋ね
た結果、日本企業は「十分にできている」「まあまあできている」が合わせて 39.9%に対し、米国企業は
8 割以上と、2倍の差がついています（図 2）。DX の推進にあたっては、経営者・IT 部門・業務部門など
の関係者が対話を通じて共通理解を形成し、ビジネス変革に向けたコンセプトを共有したうえで、推進施
策に取組むことが重要です。 

 
図 1. DX への取組状況 
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図 2. 経営者・IT 部門・業務部門の協調 

 
人材面では、事業戦略上の変革を担う人材の「量」について、日本企業では、「大幅に不足している」と

「やや不足している」が合わせて 76%に対し、米国企業は 43.1%と不足感に開きがありました（図 3）。
また、社員の IT リテラシー向上に関する施策状況について、日本企業は「社内研修・教育プランを実施し
ている」が 22％に対して、米国では 54.5％と大きな差がありました（図 4）。企業は、まず社員の IT リ
テラシーの現状を把握することで、適切な研修プログラムや施策を実施することが重要となります。 
 

 
図 3. 事業戦略上、変革を担う人材の「量」の確保 
 

 
図 4. IT リテラシー向上施策 

 



技術面では、日米における AI 技術の活用状況について、日本企業では「導入している」が 20.5%であ
り、米国企業（44.2%）との差は大きいものの（図 5）、AI 白書 2020 の調査（4.2%）と比較すると 5 倍
に増加している状況も明らかになりました。また、DX 推進に有効な開発手法の活用状況については、「デ
ザイン思考」「アジャイル開発」「DevOps」を導入している日本企業はそれぞれ 14.7%（米国は 53.2%）、
19.3%(米国は 55%)、10.9%(米国は 52.6％)と、米国の利用が上回っています（図 6）。顧客に新しい価値
提供をするためには、適切な開発手法の活用が極めて重要です。IT 部門と業務部門が連携することによっ
て「デザイン思考」などの利活用促進が望まれます。 

 

 
図 5. AI 技術の活用状況 
 



 
図 6.開発手法の活用状況 
 
本白書では、アンケート調査のほか、ユーザー企業へのインタビュー調査による事例紹介や、有識者に

よるコラムなどを掲載しています。また、戦略面ではデジタル戦略の全体像と立案のポイントや成果評価
やガバナンスのあり方について解説し、人材面ではデジタル時代のスキル変革について深掘りしています。
技術面では IT システム開発手法や開発技術、データ利活用技術として、デザイン思考、アジャイル開発、
クラウド、コンテナ、マイクロサービス/API、AI、IoT 技術などの概要も含め包括的に説明しています。
さらに、要点を 20 ページにまとめた「エグゼクティブサマリー」を同時公開し、経営層にも手に取りや
すくしています。 
 

IPA は、本白書を経営者・IT 部門・業務部門のあらゆるビジネスパーソンが参照し、協調して組織的に
DX に取り組んでいくことで、日本企業の DX 推進が加速することを期待しています。本白書は、本日か
ら IPA ウェブサイトでダウンロードが可能です。 
 
  



＜調査概要＞ 

表 1. アンケート調査実施概要 
 
 
 

■ 本件に関するお問い合わせ先 
IPA 社会基盤センター 今村／小沢 
Tel: 03-5978-7522 E-mail: ikc-rs-dxwp@ipa.go.jp 
■ 報道関係からのお問い合わせ先 
IPA 戦略企画部 広報戦略グループ  伊藤 
Tel: 03-5978-7503     E-mail: pr-inq@ipa.go.jp 
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